
改正パートタイム労働法 
4 人に 1 人がパートタイム労働者 

 近年、働き方が多様化する中でパートタ

イム労働者が雇用者に占める割合は 06 年

度厚労省調査で 25.6%であり、単純業務だ

けでなくその役割の重要性も増しています。 

 4 月に改正された｢パートタイム労働法｣

では雇用管理の改善等によりパートタイム

労働者の能力を一層有効に発揮することが

できる雇用環境の整備を目的としています。 
 

パートタイム労働者とは？ 

 アルバイト、契約社員、準社員、臨時社

員等会社により呼び方は異なっても一週間

の所定労働時間が、同じ事業所に雇用され

る通常の労働者(正社員)と比べて短ければ

パートタイム労働法の対象者となります。 
 

チェックしておきたいポイント 

 今回の改正で義務化されたもののうち、

①と②の二つを紹介します。 

①労働条件の文書交付等 

 雇入れの際に労働条件を文書で明示する

ことが義務付けられました。もともと、労

働基準法では雇入れの際に労働条件の明示

を義務付けていますが、今回の改正では 

今までの明示内容に加え 

●昇給の有無 

●退職手当の有無 

●賞与の有無 

 

の 3 項目も合わせて明示することとされま

した。パートタイム労働者が希望した場合

には、電子メールや FAX による明示も可能

です。 

②待遇決定についての説明義務 

 事業主はパートタイム労働者から求めら

れた時は、待遇を決定するにあたり考慮し

た事項を説明することが求められます。 

説明を要する事項とは 

●労働条件の文書交付等 

●就業規則の作成手続 

●賃金の決定方法 

●教育訓練 

●福利厚生施設 

●通常の労働者への転換措置等 

とされています。 

これらは、最終的に労働者が納得するま

での説明を求めているものではなく、合理

的な理由等の説明が行われれば足りるとさ

れていますが、誠意ある対応が求められる

ところでしょう。 
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これから益々パートの戦

力化が、会社の競争 up の

決め手になるわネ。 


